
京 都 府 環 境 影 響 評 価 専 門 委 員 会 次 第 

 

令和７年８月25日（月）午前10時～  

京 都 府 公 館 ４ 階 第 ５ 会 議 室 
（ W e b 会 議 方 式 併 用 ）  

 

１ 開  会 

 

２  挨  拶 

 

３  議  題 

  委員長の選任 
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４ 閉  会 
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 事前送付資料 

 ・乙訓環境衛生組合ごみ処理施設整備事業（仮称）に係る計画段階環境配慮書 
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資料１－１ 

よしむら ま ゆ み



資料１－２ 

京都府環境影響評価専門委員会規則 

 

公布 平成10年12月25日規則第40号 

改正 平成17年４月１日規則第25号 

改正 平成20年４月１日規則第21号 

改正 平成27年４月１日規則第41号 

改正 平成31年４月１日規則第23号 

改正 令和５年４月１日規則第21号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、京都府環境影響評価条例（平成10年京都府条例第17号）第40条第９項の規定

により、京都府環境影響評価専門委員会（以下「専門委員会」という。）の組織及び運営に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員長） 

第２条 専門委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、専門委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職

務を代理する。 

 

（会議） 

第３条 専門委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 専門委員会は、委員及び臨時委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 専門委員会の議事は、出席の委員及び臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

 

（部会） 

第４条 専門委員会に、専門の事項を調査審議するため、部会を置くことができる。 

２ 部会に属する委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

３ 前２条の規定は、部会について準用する。この場合において、これらの規定中「専門委員会」と

あるのは「部会」と、「委員長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

 

（庶務） 

第５条 専門委員会の庶務は、総合政策環境部において処理する。 

 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、専門委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が専門委員



会に諮って定める。 

 

附 則（抄） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年規則第25号）（抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年規則第21号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年規則第41号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年規則第23号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年規則第21号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 



資料１－３ 

京都府環境影響評価専門委員会生活環境影響調査部会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 京都府環境影響評価専門委員会規則（平成１０年京都府規則第４０号。以下「規則」とい

う。）第４条第１項の規定により京都府環境影響評価専門委員会（以下「専門委員会」という。）に

生活環境影響調査部会（以下「部会」という。）を設置する。 

 

（部会の審議） 

第２条 部会の審議事項は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

８条の２第３項及び第１５条の２第３項の規定により知事が専門的知識を有する者に意見を聴か

なければならないとされている生活環境の保全に関し環境省令で定める事項とする。 

 

（部会の決議） 

第３条 前項の規定に基づき審議を行った事項については、部会の決議をもって規則第３条第３項

の規定による専門委員会の決議とする。 

 

（委任） 

第４条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会に

諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１３年２月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１８日から施行する。 



資料２

京都府環境影響評価専門委員会の公開の取扱いについて

１ 京都府環境影響評価専門委員会（部会を含む。以下「専門委員会」という。）の

会議は原則として公開とする。

ただし、京都府情報公開条例第６条各号のいずれかに該当する情報について審議

等を行う場合には、予め専門委員会の委員長（部会にあっては部会長。以下同じ。）

が専門委員会に諮って非公開とすることができる。

２ 会議の傍聴を認める者の定員は、原則10名以上とし、あらかじめ会議ごとに委員

長が定めるものとする。

また、記者席の設置に努めるものとする。

３ 京都府が別に定める「審議会等の会議の公開に関する指針」（平成14年９月17日。

以下「指針」という。）の「６ 公開の方法」に定める傍聴に係る手続等は、別添

「傍聴要領」のとおりとする。

４ その他委員会の会議の公開に関し必要な事項は、指針によるものとする。

附 則

この要領は、平成14年10月16日から施行する。



附属機関及び懇談会等の会議の公開に関する指針

１ 目的

この指針は、附属機関及び懇談会等の会議の公開に関し必要な事項を定めることにより、

府政の透明性の一層の向上を図り、もって開かれた府政を推進することを目的とする。

２ 対象とする会議

この指針の対象とする会議は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項

の規定により設置された附属機関（以下「附属機関」という。）及び有識者の意見を聴く

懇談会等（以下「懇談会等」という。）の会議とする。

３ 会議の公開の基準

会議は、京都府情報公開条例（平成13年京都府条例第１号）第６条各号のいずれかに該

当する情報について審議、意見聴取等を行う場合を除き、原則、公開するものとする。

４ 公開又は非公開の決定等

(1) 会議の公開又は非公開は、３の会議の公開の基準に基づき、附属機関にあっては当該

附属機関が、懇談会等にあっては知事が決定するものとする。

(2) 附属機関又は知事は、会議を非公開とした場合には、その理由を京都府のホームペー

ジへの掲載や府民総合案内・相談センター及び府政情報コーナー（以下「センター等」

という。）における閲覧などにより、明らかにするものとする。

５ 会議開催の周知

附属機関又は知事は、会議を公開するに当たっては、原則として当該会議の開催日の１

週間前までに、会議の概要を京都府のホームページに掲載するほか、当該概要を記載した

書面をセンター等において閲覧に供すること等により、府民に周知するよう努めなければ

ならない。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。

６ 公開の方法

(1) 附属機関又は知事は、会議を公開するときは、会場に傍聴席を設けるものとする。

(2) 附属機関又は知事は、会議の傍聴を認める者の定員をあらかじめ定めるとともに、会

議が公正かつ円滑に行われるよう、傍聴に係る手続等を定めるものとする。

７ 審議、意見聴取等の要旨の公開

(1) 附属機関又は知事は、公開した会議の審議、意見聴取等の要旨を閲覧に供するよう努

めるものとする。

(2) 附属機関又は知事は、会議を非公開とした場合であっても、京都府情報公開条例第６

条各号に掲げる情報に該当するものを除き、当該会議の審議、意見聴取等の要旨を(1)

に準じて閲覧に供するよう努めるものとする。

８ 施行期日

この指針は、平成２４年１２月５日から施行する。



傍 聴 要 領

平 成 1 4 年 1 0 月 1 6 日 制 定

京都府環境影響評価専門委員会

１ 京都府環境影響評価専門委員会の開催の周知について

（１）京都府環境影響評価専門委員会（部会を含む。以下「専門委員会」という。）

の開催は、原則として会議開催日の一週間前までに、会議の概要を京都府のホー

ムページに掲載するほか、当該概要を記載した書面を府政情報センターにおいて

閲覧に供する等により周知するものとします。ただし、会議を緊急に開催する必

要が生じたときは、可能な限り速やかに周知するものとします。

（２）会議開催の周知に当たっては、開催日時及び場所、議題、公開・非公開の別、

傍聴手続等を明記します。

２ 傍聴する場合の手続

（１）傍聴の受付は、会議の開会予定時刻の30分前から10分前までの間に行います。

傍聴希望者は会場受付で申し出てください。

（２）希望者が定員を超える場合には、抽選により傍聴者を決定します。

（３）傍聴を認める方には傍聴証（別記様式）を渡しますので着用の上、会議の開会

予定時刻までに、事務局の指示に従って入室し、所定の席に着席してください。

３ 傍聴にあたって守るべき事項

傍聴者は、会議を傍聴するにあたり、次の事項を守ってください。

（１）会議開催中は、静粛に傍聴することとし、拍手その他の方法により賛成、反対

の意向等を表明しないこと。

（２）のぼり、旗、プラカード、鉢巻き、たすき、ゼッケンその他示威のために利用

すると認められるものの携帯又は着用をしないこと。

（３）談話をし、又は騒ぎ立てる等、会議の妨害となるような行為をしないこと。

（４）会場において飲食又は喫煙をしないこと。

（５）会場において、写真撮影、録画、録音等を行わないこと。

ただし、事前に専門委員会の委員長（部会にあっては部会長。以下同じ。）が

認めた場合は、この限りではありません。

（６）配布した資料のうち、専門委員会の委員長が指定したものについては、書き込

み及び帯出をしないこと。

（７）その他会議の議事運営に支障となる行為をしないこと。

４ 会議の秩序の維持

（１）上記３の他、傍聴される方は、係員の指示に従ってください。

御不明な点は、係員にお聞きください。

（２）傍聴される方が以上のことを守られない場合は、退場していただくことがあり

ます。

（３）会議中、会議の秩序維持ができなくなった場合及び緊急的に公開できない事項

を取り扱う必要が生じた場合は、会議を途中で非公開とする場合があります。







資料５－１ 

計画段階環境配慮書の概要と手続等 

 

事業者 乙訓環境衛生組合（管理者 前川 光） 

事業実施想定区域 乙訓郡大山崎町字下植野小字南牧方 32 

事業名称 乙訓環境衛生組合ごみ処理施設整備事業（仮称） 

事業の内容 一般廃棄物焼却施設の設置 

京都府環境影響評価条例施行規則 別表 ６（３） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定する一般廃
棄物処理施設であって焼却により処理するもの(以下「一般廃棄物焼却
施設」という。)又は同法第 15 条第１項に規定する産業廃棄物処理施
設であって焼却により処理するもの(以下「産業廃棄物焼却施設」とい
う。)の設置の事業(処理能力が１時間当たり４トン以上であるものに
限る。) 
 

一般廃棄物の処理能力 123 トン／日（5.125 トン／時間） 

稼働開始年度（予定） 令和 15 年度 

計画段階関係地域 事業実施想定区域から半径 2.8km の範囲 

（含まれる市町村：京都市、向日市、長岡京市、八幡市、大山崎町、

久御山町） 

＊煙突排ガスの最大着地濃度出現予想距離の概ね 4倍 

事業計画案の概要 ○位置、施設規模の複数案は設定しない。 

○煙突高さ（59m 又は 78m） 

○煙突位置（施設北側又は施設南側） 

計画段階配慮事項 工事中 なし 

供用後 大気質 SO2、SS、NO2、HCl、水銀、ダイオキシン

類（施設の稼働） 

〈文献、予測式〉 

景観 主要な眺望点（煙突等） 

〈文献、現地踏査〉 

年月日（予定） 手続等 

令和７年８月８日 

    ８月 25 日 

    ９月下旬 

    10 月中旬 

10月下旬～11月上旬 

    11 月中旬 

配慮書公告・縦覧（～9/8）、意見募集（～9/22） 

環境影響評価専門委員会（第１回） 

一般意見書の送付（事業者、関係市町） 

関係市町長意見 

環境影響評価専門委員会（第２回） 

知事意見送付 

 









京都府環境影響評価条例の見直しについて
環境影響評価法の改正（令和７年６月公布）を踏まえ、京都府環境影響評価条例の

見直しを検討。

（１） 建替事業を対象としたアセス手続の見直し
 建替事業（※）に係る配慮書については、位置
が大きく変わらないことから、事業実施想定区域に
係る周囲の概況などの調査を不要とする。
 一方、既存事業の環境影響を踏まえ、新設する
工作物についての環境配慮の内容を明らかにする
こととする。
 施行期日:公布の日から起算して２年を超えない範囲で政令で定める日

（２） アセス図書の継続公開
 事業者による縦覧期間後においても、あらかじめ当該図書を作成した事業者の同意を得た
上で、環境大臣がアセス図書を入手し、インターネットにより継続公開することを可能とする。
 施行期日:公布の日から起算して１年を超えない範囲で政令で定める日

※建替事業:既設工作物を除却又は廃止し、「同種の工作物」を「同一又は近接した区域」に新設する事業

＊1 同種の工作物:建替え前後の規模比が、政令で定める数値の範囲内であるものに限る。
＊2 近接した区域:政令で定める距離までの区域

【法改正の概要】

資料６


